
１ 

保育等従業者の人材確保等に関する特別措置法案 要綱案 

 

 第一 総則  

 一 目的 

   この法律は、一人一人の子どもが健やかに成長することができる社会を実現す

るために保育等従業者が重要な役割を担っているにもかかわらずその賃金が他

の業種に属する事業に従事する者と比較して低い水準にあること、小学校就学前

の子どもの教育及び保育に対する多様な需要への対応の重要性が著しく増大し

ていること等に鑑み、保育等従業者の賃金の改善のための特別の措置等を定める

ことにより、優れた人材を確保し、もって子ども・子育て支援の水準の向上に資

することを目的とすること。 

（第１条関係） 

 

 二 定義 

  １ この法律において「保育事業者等」とは、子ども・子育て支援法の特定教育・

保育施設の設置者及び特定地域型保育事業者であって、都道府県、市町村その

他政令で定める者以外のものをいうこと。 

  ２ この法律において「保育等従業者」とは、保育事業者等の従業者（政令で定

める者を除く。）をいうこと。 

（第２条関係） 

 

 第二 保育等従業者処遇改善助成金の支給  

 一 保育等従業者処遇改善助成金の支給 

  １ 都道府県知事は、保育等従業者の賃金を改善するための措置を講ずる保育事

業者等に対し、その申請に基づき、当該措置に要する費用に充てるための助成

金（以下第二において「保育等従業者処遇改善助成金」という。）を支給する

こと。 

  ２ 保育等従業者処遇改善助成金の支給の要件、額、申請の方法その他保育等従

業者処遇改善助成金の支給に関し必要な事項は、政令で定めること。 

  ３ ２の政令を定めるに当たっては、一人一人の子どもが健やかに成長すること

ができる社会を実現するために保育等従業者が重要な役割を担っていること

並びに小学校就学前の子どもの教育及び保育に対する多様な需要への対応の

重要性が著しく増大していることを踏まえるとともに、保育事業者等における

保育等従業者の職責等に応じた処遇の体系、他の業種に属する事業に従事する

者の平均的な賃金水準等を勘案し、かつ、申請に係る保育事業者等の負担に配

慮するものとすること。 

（第３条関係） 

 

 



２ 

 二 不正利得の徴収 

   偽りその他不正の手段により保育等従業者処遇改善助成金の支給を受けた者

があるときは、都道府県知事は、国税徴収の例により、その者から、その支給を

受けた保育等従業者処遇改善助成金の額に相当する金額の全部又は一部を徴収

することができること。 

（第４条関係） 

 

 三 交付金 

  １ 国は、保育等従業者処遇改善助成金の支給に要する費用の全額に相当する金

額を都道府県に交付すること。 

  ２ 国は、毎年度、予算の範囲内で、保育等従業者処遇改善助成金に関する事務

の執行に要する費用に相当する金額を都道府県に交付すること。 

（第５条関係） 

 

 

 第三 子ども・子育て支援に関する業務に従事する者の処遇の改善  

  １ 第二に定めるもののほか、国は、児童福祉法の児童養護施設の従業者、同法

の放課後児童健全育成事業に従事する者その他の社会的養護を含めた子ど

も・子育て支援に関する業務に従事する者の処遇の改善のために必要な措置を

講ずるものとすること。 

  ２ 国は、１の措置については、政令で定めるところにより、他の法令の規定に

かかわらずその費用の全額を負担することができるものとすること。 

（第６条関係） 

 

 

 第四 雑則  

 一 報告等 

  １ 都道府県知事は、この法律の施行に必要な限度において、保育事業者等若し

くは保育事業者等であった者若しくは当該保育事業者等の従業者であった者

（以下１において「保育事業者等であった者等」という。）に対し、報告若し

くは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命じ、保育事業者等若しくは

当該保育事業者等の従業者若しくは保育事業者等であった者等に対し出頭を

求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該保育事業者等の

事業所若しくは施設、事務所その他その業務に関係のある場所に立ち入り、そ

の帳簿書類その他の物件を検査させることができること。 

  ２ １による質問又は立入検査を行う場合においては、当該職員は、その身分を

示す証明書を携帯し、かつ、関係者の請求があるときは、これを提示しなけれ

ばならないこと。 



３ 

  ３ １による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならないこ

と。 

（第７条関係） 

 

 二 事務の区分 

   第二の一の１、第二の二及び第四の一の１により都道府県が処理することとさ

れている事務は、地方自治法の第一号法定受託事務とすること。 

（第８条関係） 

 

 三 厚生労働省令への委任 

   この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、厚生労働

省令で定めること。 

（第９条関係） 

 

 第五 罰則  

  第四の一の１の報告をしなかったこと等に対して所要の罰則を設けること。 

（第１０条関係） 

 

 第六 施行期日等  

  １ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定

める日から施行すること。 

  ２ この法律は、子ども・子育て支援に係る制度について見直しが行われ、保育

等従業者に関し、優れた人材の確保に支障がなくなったときは、廃止するもの

とすること。 

  ３ 関係法律について所要の改正を行うこと。 

（附則関係） 

 


